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特定製造業務についての派遣受入期間の制限について 

 

特定製造業務についての派遣受入期間の制限については、労働者派遣事業の適正な

運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和６０年法律第８８

号。以下「労働者派遣法」という。）附則第５項により、職業安定法及び労働者派遣

事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律の一部を

改正する法律（平成１５年法律第８２号。以下「改正法」という。）の施行の日から

起算して３年を経過する日までの間は１年とされているが、問い合わせが多いことか

ら、これに関する留意点を下記のとおり整理したので、労働者派遣事業関係業務の取

扱いに当たっては、十分留意の上、業務の円滑な実施について遺漏なきようお願いし

たい。 

 

記 

 

１ 特定製造業務についての派遣受入期間の制限については、改正法の施行の日（平

成１６年３月１日）から起算して３年を経過する日（平成１９年２月末日）までの

間は１年、平成１９年３月１日以降は最長３年とされていること。 

 

２ 平成１８年３月１日に特定製造業務についての労働者派遣の受入れを開始する

場合においては、平成１９年２月末日までの間に、 

① 労働者の過半数代表者等の意見聴取を行った上で、労働者派遣を受け入れよう

とする期間を定め（労働者派遣法第４０条の２第３項及び第４項）、 

② 派遣元事業主に対し、派遣受入期間の制限に抵触することとなる最初の日を通
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知し（労働者派遣法第２６条第５項又は第４０条の２第５項）、 

③ 労働者派遣契約を締結し、又は労働者派遣契約を変更したときは、 

平成１９年３月１日以降も、最長３年まで（平成２１年２月末日まで）継続して労

働者派遣を受け入れることが可能であること（平成１８年３月１日前に①から③ま

での事項を行うことも可能）。 

 

＜参考＞ 
 

 平成１８年３月１日 平成１７年３月１日 平成１９年３月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年２月末日までに労働

者派遣の受入れを開始する場合

は、１年間の労働者派遣の受入れ
平成１８年３月１日以降に労働者派遣

の受入れを開始する場合は、①から③ま

での事項を行えば、最長３年の労働者派

遣の受入れが可能 
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